
行政視察報告書 

行政視察の結果について、下記のとおり報告します。 

令和７年６月６日 

光市議会議長 森戸 芳史 様 

 光市議会議員 小林 隆司 

記 

１ 調査年月日  令和７年５月１６日（金） １０：００～１５：００ 

２ 調査市等     １ 山口県立農業大学校 

         ２ 防府市役所 

３ 調査結果   別紙のとおり  



調査結果 

日 時 令和 7年 5月 16 日（金）10：00～15：00 

調 査 市 等
１ 山口県立農業大学校 

２ 防府市役所 

調 査 事 項
１ 施設の現状確認、人材育成等 

２ 新庁舎建設、ワンストップ窓口等 

説 明 者
１ 企画戦略部 藤村主査、他数名 

２ 行政管理課 工棟課長、他数名 

＜山口県立農業大学校の概要＞ 

 本校の教育方針は、山口県農業の振興方針に基づき、先端技術を活用し、講義、演習、実習

を有機的に結合した実践的な学修を通して、中核経営体や産地に就業する担い手及び地域農

業の振興に指導的役割を果たす、創造力と実践力豊かな即戦力となる人材を育成する。 

教育方針のもと、卒業までにどのような力を身に付けさせるかを定めた基本方針として、次

に掲げる事項を教育目標とする。 

(1)就業先の実情を踏まえた実践的な知識・技術の育成 

(2)進展著しい先端技術への対応能力の育成 

(3)法人の中核を担うための経営管理能力の育成 

(4)地域の活性化に資する知識・技術の育成 

(5)コミュニケーション能力やマナー等の豊かな人間性の育成 

本校は、土地利用学科、園芸学科、畜産学

科を設置しており、時代の変化に応じた特徴

ある実践教育を行っている。 

2年制で 2,645 時間、専攻ごとに専門的な講義や実習 

1年生は「生産プロジェクト」、2年生は「経営プロジ

ェクト」を実施 

農業体験研修（1年：5日間）、先進農家派遣研修（2

年制：1か月）、短期研修（随時）を実施



社会人研修では、「農業に興味を持ち始めた

方」「新規就農や農業法人等への就業を検討中

の方」「目標を持ち、就農・就業を目指し本格

的な研修が必要な方」等を対象に受講者が目

指す段階に応じた研修を行っている。また、

就業後の技術指導等のフォローアップまで、

一貫した担い手育成の支援を実施している。 

山口県農林総合技術センターでは、現場が求める即戦力人材の確

保・育成や、中核経営体の生産性向上につながる新技術の開発・普

及、農林業の理解促進、6次産業化等の推進に一体的に取り組んで

いる。本センターには、企画戦略部、農林担い手支援部、農林事業

部、畜産事業部が設置されており、そのうち農林事業部では、病害

虫の発生予察、また効率的かつ環境に調和した病害虫対策、土壌管

理・施肥に関する取り組んでいる。 

＜所感＞ 

学生の確保に向けて、農業関連高校との連携強化や広報活動の強化等に取り組んでいる

ものの、ここ数年の入学者が減少していることに危機感を覚える。農業従事者が年々減

少している中、行政が本校の PR をより推進していくことが、今後の農業の下支えにつな

がると考える。 

農業従事者の身体的・経済的負担を軽減するためには、デジタルをはじめ、先端技術を習

得する必要がある。本校では、営農管理システムを活用した栽培管理・実習記録等を行

い、生産の可視化やデータの活用方法を学んでいる。このように、より実践的な講義を通

じて即戦力の人材を育成していくことは、農業の持続的な成長につながると考える。 

農業事業部で行っている病害虫の発生予察のプロセスが理解できたと共に、データの重

要性をより強く認識した。一方、病害虫の発生予察に必要な情報を得るためには、人によ

る日々の確認が必須である。この部分にデジタルを導入できれば、効率的かつ効果的に

データを取得することが可能になると考える。 

＜防府市役所 新庁舎建設、ワンストップ窓口＞ 

防府市役所は、山口県防府総合庁舎、防府市社会福祉協議会が一体と

なった「安心・安全」の拠点であり、今後、敷地内に防府警察署の整備

が計画されていることから、一大行政ゾーンが形成される見込みである。



新庁舎の計画から建設までに要した期間は、設計着手から 6 年間であった（構想着手

から 10年間）。具体的には、H27・28 に基本構想・基本計画、H29・30 に建設地の両案

比較、R1・2に基本・実施設計、R3に事前解体工事、R4・5・6に本体工事が行われた。 

工期短縮や事業費抑制の取り組みとして、県施設を仮庁舎とし、仮設庁舎建設を不要

とした。また、令和 2年度に実施設計に着手できたことで、交付税措置の適用条件（充

当率 90％【措置対象 75％】、措置率 30％）を満たすことができた。 

新庁舎には、県の土木事務所や保健所、さらに市の社会福祉協議会などが入居してい

ることで、行政手続きの簡略化や施設運営のコストメリット、さらに緊密な連携によ

る迅速な災害（疾病）対応が可能になった。 

新庁舎は、近年日本で発生した大地震（阪神・東日本・熊本地震）を想定した免震構

造となっている。 

総合相談窓口では、転入、転居、転出などの住民異動の届出並びに戸籍届出に伴って

必要となる手続きを“ワンストップ”で行うことができる。また、利用機会が多い手

続き窓口を 1～3階に集約していることで、市民の利便性が向上している。 

＜所感＞ 

山口県防府総合庁舎の賃借により、仮設庁舎建設費“ゼロ”を実現できたことは、大き

な成果である。限られた財源を効率かつ効果的に活用するためにも、光市における庁舎

建て替えの際には、このような考え方を取り入れるべきと考える。 

早期の工事着手により、「市町村役場機能緊急保全事業費」を活用できたことも非常に大

きい。光市においても、社会動向をふまえつつ、有利な財源確保に取り組む必要がある

と考える。 

新庁舎内に県の土木事務所や保健所、さらに市の社会福祉協議会などが入居しているこ

とから、多くの行政サービスが市役所の中だけで可能になっている。光市においても、

市民の利便性向上の観点から、このような考え方を取り入れるべきと考える。



利用機会が多い手続き窓口を 1～3階に集約していること、また転入、転居、転出などの

住民異動の届出並びに戸籍届出に伴って必要となる手続きをワンストップで出来ること

は、市民の利便性向上に大きく寄与している。一方で、各種手続きにかかる相談をオン

ラインで実施することができれば、市民の利便性向上や職員の働き方改革につながると

考えた。 


